
事業事前評価表 

 

１．案件名 

国名：ベトナム社会主義共和国 

案件名：省エネルギー・再生可能エネルギー促進事業 

L/A 調印日：2009 年 11 月 10 日 

承諾金額：4,682 百万円 

借入人：ベトナム社会主義共和国政府（The Government of the Socialist Republic of 

Viet Nam） 

 

２．事業の背景と必要性  

(1) 当該国におけるエネルギーセクターの開発実績（現状）と課題 

1986 年のドイモイ（刷新）政策開始以来、ベトナムは市場経済への移行とともに

国際経済との統合を積極的に推進し、著しい発展を遂げてきた1。こうした急速な経

済成長を背景に、エネルギー需要（最終消費量）の増加が続いており、エネルギーの

効率的利用（需要面での対応）及び環境負荷を抑えた新たなエネルギー供給源の開発

（供給面での対応）を進めることが急務である。需要面については、ベトナムはエネ

ルギーの利用効率が悪く、2005 年のGDP当たり一次エネルギー消費量は 611 石油換

算トン/百万ドルであり、日本（同 106）と比べると、エネルギーの効率改善の余地が

大きい状況にあることがわかる。一方、供給面については、再生可能エネルギーによ

る発電電力が、総発電量の約 0.5％に過ぎず、更なる開発が今後の課題となっている。 

(2) 当該国における省・再生可能エネルギー分野の開発政策と本事業の位置づけ 

ベトナム政府は、急速に増大しているエネルギー需要に対応するために、エネルギ

ーの効率的な利用及び環境負荷を抑えた新たなエネルギー供給源の開発に取組んで

いる。需要面においては、省エネ・国家戦略プログラム（2006 年）2が策定され、全

国のエネルギー消費量を 2011 年から 2015 年までに 5～8%削減を実現することを目

標に掲げている。供給面においては、国家エネルギー戦略(2007 年) が策定され、2020

年における再生可能エネルギーによる発電量を全体の 5％にする目標を掲げている。

さらに、ベトナム政府は、省エネルギー及び再生可能エネルギー振興を含む気候変動

対策を進めるべく、天然資源環境省を中心に「気候変動対策のための国家目標プログ

ラム」3を 2008 年に策定している。 

(3) 省・再生可能エネルギー分野に対する我が国及び JICA の援助方針と実績 

我が国の対ベトナム国別援助計画（2009 年 7 月）においては、支援の重点分野の

一つである「経済成長促進・国際競争力強化」の中で、資源・エネルギー安定供給の

                                                  
1 2007 年の国内総生産（GDP）成長率は 8.5%、直接投資受入額は前年比 79%増の 203 億 2,529
万ドル（ジェトロ） 
2 Prime Minister Decision No. 79/2006/QD-TTg of April 14, 2006 approving the national target 
program on economical and efficient use of energy 
3 Prime Minister Decision No.158/2008QD-TT dated 2 December 2008 approving national target 
program to respond to climate change 



分野での協力が挙げられ、伸び続ける電力需要に対応するために省エネルギー推進へ

の支援を継続することとしており、本事業は同計画に則ったものである。また、同計

画を受け、JICA は、「経済成長促進・国際競争力強化」の一環として省エネルギー推

進に取り組むこととしている。エネルギー分野への支援は「エネルギー安定供給プロ

グラム」の中に位置づけられており、本事業はその一環として実施される。 

また、我が国経済産業省は 2006 年に｢新・国家エネルギー戦略｣を発表し、省・再

生可能エネルギーに関して｢アジア諸国の制度的取り組みへの支援｣を打ち出してお

り、重点国にはベトナムが挙げられている。同戦略に立脚し、日越両国間では 2006

年の日越共同声明で省エネ分野での協力促進が盛り込まれた。また、我が国は 2008

年 1 月に途上国に対し 100 億ドル程度の資金供給を可能とする｢クールアースパート

ナーシップ｣資金メカニズムを発表し、パートナー国に対する気候変動対策支援を積

極的に進める体制を整備してきている。本事業は、クールアースパートナー国の一つ

であるベトナムに対し、温室効果ガスの排出削減と経済成長の両立を支援し、気候の

安定化への貢献を図るものである。 

近年、省エネ・再生可能エネルギー分野においては、JICA の技術協力として、2008

年に「国家エネルギーマスタープラン調査」を実施済み、2008 年より｢省エネマスタ

ープラン調査｣を実施中である。なお、ベトナムにおいて円借款を通じた省エネ・再

生可能エネルギー分野での支援は本事業に係る支援が初めてとなる。 

(4) 他の援助機関の対応 

①世界開発銀行「デマンドサイド・マネジメント及びエネルギー効率化事業」（2004

～2007 年） 

②アジア開発銀行（ADB）「国家省エネルギープログラム実施支援事業」（2009 年

～）  

③国連開発計画（UNDP）「中小企業におけるエネルギー利用効率プロジェクト」

（2005～2010 年）等 

(5) 事業の必要性 

本事業は我が国、JICA の援助重点分野とも合致しており、本事業を実施する必要

性・妥当性は高い。 

 

３．事業概要  
(1) 事業の目的 

本事業は、ベトナム開発銀行を通じたツーステップローン等を実施することにより、

同国の企業による省･再生可能エネルギー活用・促進等に必要な中長期資金を供給す

るとともにこれら企業の意識向上を図り、もって企業レベルでのエネルギー利用効率

化の推進、同国の環境保全・持続的な経済成長、更には地球規模の気候変動緩和に寄

与するもの。 

(2) プロジェクトサイト/対象地域名 

ベトナム社会主義共和国全土 

(3) 事業概要 



①ツーステップローン：ベトナム開発銀行を通じた中長期資金の供給 

②コンサルティングサービス：事業実施促進、技術面の支援等 

(4) 総事業費 

5,520 百万円（うち、今次借款対象額：4,682 百万円） 

(5) 事業実施スケジュール 

2009 年 11 月～2012 年 12 月を予定（38 ヶ月）。貸付完了時（2012 年 12 月）をも

って事業完成とする。 

(6) 事業実施体制 

1) 借入人：ベトナム社会主義共和国政府（The Government of the Socialist Republic 

of Viet Nam） 

2) 事業実施機関：ベトナム開発銀行（VDB: The Vietnam Development Bank）  

3）操業・運営／維持・管理体制：ベトナム財務省からベトナム開発銀行に転貸し、

ベトナム開発銀行による財務審査と技術審査結果に基づいて、省エネルギー促進

及び再生可能エネルギー振興に資する設備投資等に対して融資を行う。 

(7) 環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1) 環境社会配慮 

① カテゴリ分類：FI 

② カテゴリ分類の根拠 

本事業は、金融仲介者に対して融資を行い、本機構の融資承諾前にサブプロジ

ェクトが特定できず、かつそのようなサブプロジェクトが環境への影響を持つこ

とが想定されるため、「環境社会配慮確認のための国際協力銀行ガイドライン

（2002 年 4 月制定）」上、カテゴリ FI に該当する。 

③ その他・モニタリング： 

本事業では、実施機関が「環境社会配慮確認のための国際協力銀行ガイドライ

ン」（2002 年 4 月制定）に基づき環境社会配慮を行うこととなっており、各プロ

ジェクトにおいて該当するカテゴリに必要とされる対応がとられる。なお、カテ

ゴリ A に該当するサブプロジェクトの実施は想定されていない。 

2) 貧困削減促進： 特になし 

3) 社会開発促進（ジェンダーの視点、エイズ等感染症対策、参加型開発、障害者

配慮等）：特になし。 

(8) 他ドナー等との連携：特になし。 

(9) その他特記事項：排出権を期待できる複数のサブプロジェクトの CDM 適用の可

能性を検討する。 



 

4. 事業効果 

1) 運用・効果指標 

指標名 基準値 

（2009 年実績値）

目標値(2014 年) 

【事業完成 2 年後】 

融資対象事業における温室効果ガス削

減量（CO2 換算トン/年） 

― 事業開始時4までに決

定 

融資対象事業における省エネ促進セミ

ナーへの参加者数（人） 

― 事業開始時までに決定

融資対象事業における省エネ投資によ

るエネルギー消費削減量（石油換算ト

ン/年） 

― サブプロジェクトの事

業開始前の 

エネルギー使用量より

20％削減 

融資対象事業における再生可能エネル

ギー発電量(石油換算トン/年) 

― 事業開始時までに決定

  2) 内部収益率：算出せず 

 

5. 外部条件・リスクコントロール 

特になし。 

 

6. 過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 

(1) 金利の設定 

 過去の類似事業では、市場金利の低下により、事業のメリットである低金利性が意

味をなさなくなってしまったため、事業開始後の経済状況の変化に応じ、円借款金利

の弾力的な適用も可能とした制度・スキームに改善すべきであるとの教訓を得ている。

これを踏まえ、本事業では、サブローン金利を市場変化に伴い変動する国家投資金利

と連動させることによって、ベトナムの市場に即した優遇金利となるように設定され

ている。 

 

(2) 環境政策との整合性の確保 

 過去の類似事業では、ツーステップローン型の環境保全事業にかかる支援を行う場

合には、他の政府関係機関にて準備されている補助金や関連する計画との競合関係を

分析し、調整する必要があるとの教訓を得ている。これを踏まえ、本事業では関係機

関・省庁が参加する諮問委員会を定期的に開催し、省・再生可能エネルギー等の政策

方針の動向と、本事業の運営が同政策方針と整合性を保っているかについて議論する

こととしている。 

                                                  
4 2009 年 10 月より本事業のための SAPI 調査が実施される。SAPI 調査団の支援を受けて実施機

関が 2010 年までに決定する。 



 

(3) 資金供与の透明性確保 

過去の類似事業では、開発金融借款においては、不適切なサブプロジェクトへの資金

供与を防止するためには、審査を簡略化する一方で、資金供与の透明性と説明責任を

高める必要があり、その意味で、サブプロジェクト選定の原則を確立することが不可

欠であるとの教訓を得ている。これを踏まえ、本事業では審査マニュアルを作成する

だけでなく、本事業のために作成される省エネルギー対象機器・活動リストに基づき、

サブプロジェクトの選定を行うこととしている。 

 

7. 今後の評価計画 

(1) 今後の評価に用いる指標 

1) 融資対象事業における温室効果ガス削減量（CO2 換算トン/年） 

2) 融資対象事業における省エネ促進セミナーへの参加者数（人） 

3) 融資対象事業における省エネ投資によるエネルギー消費削減量（石油換算ト

ン/年） 

4) 融資対象事業における再生可能エネルギー発電量(石油換算トン/年)  

(2) 今後の評価のタイミング 

事業完成２年後 

 

以 上  


